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＜要旨＞400字以内  

 

日本の名目 GDP は世界第 4 位へ転落。日本経済は下降の一途を辿る。再興

の鍵を握る地方自治体が消滅の危機に瀕しているという現状に、終止符を打

つ必要がある。  

地域活性化のために雇用機会の創出が求められる中で、比較分析より「外

資系企業・工場誘致」が最も有効な手段であることを導いた。本稿では、現

在企業誘致の課題とされる情報不足の解消に向けて、企業・自治体間のマッ

チングを支援するアプリを作成し、企業誘致の促進と経済圏の形成を目指す。

アプリでは、1,407 の自治体と 321 の企業への調査をもとに必要な情報を精

査・可視化し、双方向のアプローチを可能にした。また本提言の効果を示す

べく、滋賀県湖南エリアをモデル地域として、本アプリで 4 社をマッチング

させ、産業連関表を用いて経済効果を算出した。  

本提言が地域経済活性化の一助となり、 Japan as No.1と謳われた日本黄

金期の再興への起爆剤となることを切に願う。  
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第 1 章  背景  

2024 年、日本の名目 GDP が世界第 4 位に転落したというニュースが発

表され、経済界に衝撃を与えた。かつて Japan as No.1 と称賛された 1990

年代初頭の日本において、今日のような衰退した日本を誰が予想しただろう

か。  

日本経済の低迷が続く中、まち・ひと・しごと創生総合戦略 [2014]では地

域経済の活性化が日本経済において重要な課題として位置づけられた。さら

に、2024 年 4 月には「2050 年までの 30 年間で 4 割の地方自治体が消滅す

る可能性がある」という分析が公表され、全国で地方自治体存続の危機が再

認識された（人口戦略会議 [2024]参照）。実際に、県民経済計算 [2021]では、

地方圏の GDP が 2018 年以降減少していることが示されている。また、地

域の需要が首都圏の生産を誘発することから、地方圏の衰退は首都圏に対し

ても負の影響を与えている。国全体の成長率の上昇には、ある地域の活性化

による近隣地域の活性化といった連鎖反応が必要であることから、日本経済

再興には早急な地域経済活性化の実現が求められている（蜂屋 [2017]参照）。

以上より、本稿では日本経済の底上げを実現すべく、地域活性化へ向けた提

言を行う。  

 

第 2 章  現状分析  

第 1 節  地域経済活性化における最善策  

提言を行うにあたり、地域活性化を「労働市場の活発化」と定義づけた（内

閣府 [2001]参照）。雇用政策研究会 [2010]より、雇用機会創造の推進が労働

市場・雇用経済システムの改善に求められることから、雇用に注目して地域

経済に正の影響を与える手段を考察した。さらに、地域創生推進事務局

[2014]においても、基本目標の一つ目に「地方における安定した雇用を創出

する」とあることから、地域活性化には雇用機会の創出が不可欠であると分

かる。  

雇用創出の手段として主に挙げられるのは、観光や企業・工場誘致、スタ

ートアップ支援などであるが、本稿では企業・工場誘致に着目する（労働政

策研究・研修機構 [2017]参照）。企業・工場誘致による投資の増加は、マクロ

経済学の理論より、日本経済全体に連鎖的に拡大し、雇用創出や所得・消費

を増加させる乗数効果を生み出す点で有効である。実際に、企業・工場誘致

と雇用への影響が大きいとされる観光が GDP に与える効果について、イン

パルス応答関数を用いて比較分析行った。その結果、企業誘致は観光と比べ



て GDP に長期的な正の影響をもたらすと判明した（資料 1 参照）。以上か

ら、企業・工場誘致は地域活性化に有効な手段であるといえる。  

 

第 2 節  外資系企業・工場への着目  

企業・工場誘致の対象として、以下 2 点より外資系企業・工場に着目する。

第 1 に、外資系企業の生産性の高さを挙げる。経済産業省 [2015]より、外資

系企業は国内企業より生産性が高く、同産業の生産性を引き上げる直接効果

に加え、技術・知識がスピルオーバーし、他産業の生産性を向上させる間接

効果も期待できる。  

第 2 に、日本企業を誘致した際の産業集積効果の低下である。産業集積に

より規模の経済性の実現と各企業の生産性の向上をもたらすが、日本企業を

国内に分散させるとその効果が失われてしまう。加えて、国内の日本企業を

めぐる各自治体の競合は、国全体の雇用に変化を生まないことからも、日本

企業の誘致は日本経済に正の影響を与えないと考えた。以上より、誘致の対

象として外資系企業・工場が最適であると結論づけた。  

 

第 3 節  外資系企業・工場誘致の動向  

現状、日本における外資系企業・工場数は 3,000 付近で推移しており、地

方への進出数は全体の 2 割以下にとどまる（経済産業省 [2020]参照）。一方

で、政府や自治体は企業・工場誘致に向けた税制優遇や助成金制度等の投資

優遇制度を提示しており、地方への進出は十分魅力的であるといえる。さら

に 2022 年の熊本県菊陽町における JASM 誘致では、約 10,700 人の雇用創

出による消費の増加を中心に経済効果は 10 年間で約 11.2 兆円に及ぶと試

算され、地域へ多大な恩恵を与えていることが分かる。  

以上のように、地方進出の魅力と誘致効果は十分であるにも関わらず、誘

致の多くは実現に至っていない。その原因として、本稿では自治体と外資系

企業・工場間のマッチングにおいて、潜在的な阻害要因があるとの仮説を立

てた。次節以降では阻害要因の特定・実証とその要因に対する施策の提言を

行う。  

 

第 4 節  原因特定  

阻害要因を特定するべく、1,407 の自治体に独自でアンケート調査を実施

した。その結果、外資系企業・工場を誘致する際の課題として「企業の情報

が手に入れづらい」といった情報面が一番に挙げられた（資料 2 参照）。さ

らに、日本貿易振興機構（以下、JETRO とする） [2016]が実施した日本の



投資環境に関するアンケートでも、「投資優遇制度の存在を知らず利用して

いない」との回答が最も多く、政府や自治体による制度の認知度向上が課題

であるとされている。以上より、外資系企業・工場誘致が地方で進まない主

たる原因は、情報不足による企業と自治体のミスマッチである。  

 

第 3 章  提言に向けた着想  

自治体と外資系企業・工場間のマッチングにおける阻害要因である、情報

不足による企業と自治体のミスマッチに対して、「Local Government and 

Global Company（以下、LGC とする）Community」を解決策として提案す

る。本施策では、地方自治体と外資系企業のマッチングを支援するアプリの

作成と、誘致企業を中心とした地域経済圏の形成の 2 軸から地域経済活性化

への提言を行う。  

アプリは政策として全自治体へ登録を促し、外資系企業への周知を可能に

する。これにより、外資系企業誘致が当事者間だけで行う相対取引から不特

定多数間で行う市場取引に転換され、更なる誘致の推進が期待できる。情報

不足による企業と自治体のミスマッチをアプリによって解決し、誘致企業を

中心とした経済圏を形成することで地域経済の活性化ひいては日本経済全

体の底上げが実現される。  

 

第 4 章  提言  

第 1 節  LGC 外資系企業誘致アプリ  

企業・工場の誘致を行う過程で発生する情報不足を解決するにあたり、

LGC 外資系企業・工場マッチングアプリの作成を行う（資料 3 参照）。本ア

プリの特徴は大きく 3 点ある。  

第 1 に、外資系企業からだけでなく自治体からもアプローチが可能な双方

向活用型という点である。JASM が立地した菊陽町へのヒアリング調査から、

誘致が国主導で行われており、自治体の主体性なく実現されたことが分かっ

た。実際、自治体から企業へのアプローチは約 3 割にとどまっており、自治

体自らが誘致機会を創出できていない現状がある（資料 2 参照）。国や企業

に頼る相対取引的な誘致では取引件数が限られてしまうため、各自治体が強

みを把握し、その地域に適した企業への積極的なアプローチを可能とする体

制づくりが必要であると考えた。  

第 2 に、アプリに組み込む情報の内容である。アプリの記載情報を検討す

るにあたり、地域カルテをモデルとした。地域カルテは地域の基礎情報が平

易に記載されており、一目で地域の強みや弱みを把握できる。このモデルの



もと、アプリには従来の地域カルテと同じく人口、市民総生産などの基礎情

報に加え、企業・工場を誘致または進出させる際に各主体が注目する情報を

組み込んだ独自の企業誘致情報カルテを取り入れる（資料 3 参照）。独自カ

ルテ作成にあたり、海外進出経験のある企業 10 社と、外資系企業・工場の

誘致経験がある 26 自治体にアンケート調査を行った。そして「企業・工場

を誘致する際に重視している情報」「企業・工場進出時の、土地を選定する

条件」から、自治体、企業それぞれの選定マトリクスを作成し、重視される

情報を抽出した（資料 4 参照）。この要素を項目化し、検索することでその

条件に合致した自治体・企業が検索結果に表示される。その他にも、自治体

の強みと企業のニーズをアプリが照会させ、ニーズマッチ度をチャート化し

て可視化できる点や、トレンド検索機能の搭載により、誘致や進出に取り組

むための入口を増やすことに加え、マッチ度の高い対象の需要を明確化でき

る点も本アプリの魅力である。  

第 3 に、マッチング後の支援制度である。資料 2 のアンケート調査より、

自治体の企業誘致における阻害要因として「専門家不足」が多いことに加え、

外資系企業からも「手続きの流れやマッチング後の問い合わせ窓口情報の明

確化」が求められていることが分かった。以上より、アプリでのマッチング

後に JETRO などの専門知識を有する職員から支援が受けられる専門員のメ

ンター制度を導入する。本制度により、アプリの利用特典による自治体と企

業の利用率上昇と、企業誘致に対するハードルの低下、誘致実行段階におけ

る効果的な支援を目指す。  

アプリの考案にあたり、外資系企業・工場誘致を目的とした既存のシステ

ムを調査したところ、JETRO が運営する「地域進出支援ナビ」にたどり着

いた。当サイトは投資先地域の選定に役立つビジネス環境などの情報を検索

できるものの、登録自治体数は 52 にとどまり、外資系企業側からの利用に

限定されている。JETRO へのヒアリングより、登録自治体数が少ないのは

誘致重点産業や大幅なインセンティブがある自治体に限定した結果である

と分かった。さらに、サイト内において情報の明瞭化やページ構成が課題で

あるとの回答を得た。本アプリは既存の「地域進出支援ナビ」と比較しても、

登録自治体数が 52 から全 1,718 となり、アプローチが一方通行から双方向

で可能である点で優位性を持つといえる。さらに、掲載情報の精査やトレン

ド検索機能の導入を行うことで、地域進出支援ナビの課題であった情報の明

瞭化やページ構成の改善も叶う。以上、3 点の特徴を持ち合わせる本アプリ

は、自治体と企業にとって新規性・独自性・必要性を兼ね備えたものといえ

るだろう。  



第 2 節  経済圏の形成  

本提言における経済圏の形成とは、誘致した外資系企業・工場を中心とし

て、周辺地域に正の経済効果を創出することをさす。具体的な要素として、

雇用の創出や税収の増加、そして関連企業の更なる進出が挙げられる。  

実際、JASM 誘致の際は熊本県全体で約 11.2 兆円、九州全体で約 20 兆円

の経済効果が見込まれるなど、進出地域外にもインパクトを与えた。このよ

うに、アプリによって形成された市町村単位での経済圏が県、地方単位に拡

大していく過程でシナジーを生み、最終的には日本経済全体に好影響を及ぼ

す。  

 

第 5 章  本提言による効果  

本章では、提言の実現性・有効性を示すべく、モデル地域でのシミュレー

ションを行う。推計では、新規工業団地の設置が進み、積極的な誘致が行わ

れている、滋賀県栗東市、守山市、野洲市、そして草津市の四つの市で形成

される湖南エリアをモデル地域とした。以下では、湖南エリア各市にマッチ

する企業の選定を行った後、企業・工場誘致が地域経済にもたらす効果を算

出する。  

まず、企業・工場の選定においては、実際にアプリを用いて自治体から企

業、企業から自治体を調べる際のそれぞれの条件を資料 4 のように設定し

た。この条件は、選定マトリクスに加え、各市へのヒアリング調査で明らか

になった、誘致の際に重視する企業情報に基づいて設定している（資料 5 参

照）。以下では栗東市を例に、アプリでのマッチング過程を記述する。現在、

東部地区工業団地に 20ha の工業用地を有する栗東市に関して、マトリクス

の条件に加え、市が重視する雇用人数や固定資産税収入の多寡等を企業選定

の条件とした。検索の結果、既存企業との集積効果が見込まれる自動車関連

企業であり、過去に海外の類似地域への進出経験がある、某全固体電池製造

企業がマッチした。企業から自治体に対しても、製造業の集積や物流インフ

ラ、災害リスクの面から、栗東市は企業が求める条件を満たしているといえ

る。他 3 市についても同様の流れでマッチングを行った。  

続いて、企業が自治体に工場を立地したケースを想定し、経済波及効果を

算出する。シミュレーションには企業の投資額と、滋賀県の産業連関表を用

いた。栗東市では、電気機械部門に 7,700 億円の投資が見込まれることから、

生産誘発額が 2,718 億 7,500 万円、雇用者誘発数が 16,569 人、雇用者報酬

誘発額が 664 億 8,100 万円と算出される。同過程を他 3 市でも行い、県全

体にもたらす効果を算出すると生産誘発額が 3,159 億 4,500 万円、雇用者誘



発数が 19,519 人、雇用者所得誘発額が 784 億 1,700 万円という結果となっ

た（資料 5 参照）。それにとどまらず、工場稼働後の生産による効果や立地

による税収の増加によって滋賀県全体にさらなる経済効果をもたらすだろ

う。  

以上より、外資系企業・工場誘致は、地域経済に正の影響を与えることが

定量的に示された。この結果は、アプリを使用した自治体単位での誘致活動

により、都道府県単位での経済圏の形成が実現可能であることを証明してい

る。その経済圏は次第に拡大し、日本経済の活性化につながることから、本

施策は日本経済の底上げに向けた有効な手段であるといえる。  

 

第 6 章  今後の展望  

本提言を行う過程で、複数の課題が浮き彫りとなった。 1 点目は LGC の

周知方法である。これについては、在日商工会議所を仲介とした広報活動に

よる解決を提案する。当該機関は日本に進出する企業への支援を業務とする

ほか、JETRO との関わりもあるため、外資系企業を対象とした幅広い周知

や LGC の信頼確保が可能となる。  

2 点目は現在の法制度である。企業誘致においては土地確保が必須となる

が、農地の転用を規制する農地法がその妨げとなっている。守山市のように

農村産業法の利用で転用に成功したケースはあるものの稀有であり、他地域

では依然として農地法が障壁であることが判明した。よって、企業誘致にお

ける土地問題の解決には政府による法制度の見直しが急務となるだろう。  

また、本提言による効果をより正確に導出すべく、約 300 の外資系企業に

も調査を依頼したが返答が得られなかった。今後も研究を続け、自治体に加

えて外資系企業の実際の声を取り入れることで、より実現性の高い施策を目

指したい。本提言が自治体と企業の円滑なマッチングを促進し、地域経済活

性化の一助となるとともに、日本再興の端緒となることを切に願う。  

最後に、本大会の参加にあたり、熱心にご指導いただいた新関三希代教授

や先輩方、調査に応じてくださった自治体様並びに企業の皆様、そして貴重

な学習機会を設けてくださった日銀グランプリ関係者の皆様に厚く感謝申

し上げ、本稿の結びとさせていただきます。  

  



 

変数とデータ  
GDP 新規工場立地数  観光消費額  

実質 GDP  新規工場立地数の前年差 * 1  観光消費額 * 1 , 2  

データ期間  2014～ 2023 年の 10 年  

手順  単位根検定＋共和分検定 * 4→インパルス応答関数  

拡張 Dickey-

Ful ler  test* 3  

(単位根検定 )  

検

定

概

要  

系列相関の影響を除去すべく、 ∑ 𝛄𝐢𝚫𝐲𝐭−𝐢
𝐩−𝟏
𝐢=𝟏 を考慮したモデル  

𝚫𝐲𝐭 = 𝛂 + 𝛃𝐭 + (𝛒 − 𝟏)𝐲𝐭−𝟏 + ∑ 𝛄𝐢𝚫𝐲𝐭−𝐢 + 𝛆𝐭
𝐩−𝟏
𝐢=𝟏 における 𝛒 − 𝟏について  

帰無仮説 𝐇𝟎：  𝛒 − 𝟏 = 𝟎が採択されるとき、 y は単位根を持つ。  

対立仮説 𝐇𝟏：  𝛒 − 𝟏 < 𝟎が採択されるとき、 y は単位根を持たない。  

検

定

結

果

(P

値
* 5 )  

GDP 新規工場立地数の前年差  観光消費額  

原系列  0 .262  原系列  0 .721  原系列  0.396 

一階差分  0 .012**  一階差分  0 .007***  一階差分  0.013** 

Johansen 

Cointegrat ion  

test  

(共和分検定 )  

検

定

概

要  

m 変量の VAR(p)モデル 𝐗𝐭= ∑ 𝚷𝐢𝐗𝐭−𝐢
𝐩
𝐢=𝟏 + 𝛍 + 𝛆𝐭を想定 * 6 したとき、  

Granger 表現定理より、 𝚪, 𝚪𝐢を 𝚪 ≡ −(𝐈 − ∑ 𝚷𝐢)
𝐩
𝐢=𝟏 ,   𝚪𝐢 ≡ −(𝐈 − ∑ 𝚷𝐣)

𝐩
𝐣=𝟏 として上式は  

VECM 表現 𝚫𝐗𝐭=∑ 𝚪𝐢𝚫𝐗𝐭−𝐢
𝐩−𝟏
𝐢=𝟏 + 𝚪𝐗𝐭−𝟏 + 𝛍 + 𝛆𝐭で表すことができ、 𝐗𝐭に r 個の  

共和分ベクトルが存在するならば、Γは 𝚪 = 𝛂𝛃′（βは m×r の共和分行列、  

αは長期的均衡への調整速度を表す m×r の調整係数行列）と分解できる。  

このとき、 m 個の時系列の間に存在する共和分の数は行列Γの階数に等しく、  

その階数はΓの非ゼロの固有値の数に等しいため、  

固有値の有意性を検定することで共和分の個数を得られる。  

固有値 �̂�𝐢(𝐢 = 𝟏, ⋯ , 𝐦)は、 𝚫𝐗𝐭と 𝐗𝐭−𝐩を 𝚫𝐗𝐭−𝐢(𝐢 = 𝟏, ⋯ , 𝐩 − 𝟏)に回帰して得られる  

最小二乗残差 𝐑𝟎𝐭,  𝐑𝐩𝐭から行列 𝐒𝐢𝐣=𝐓−𝟏 ∑ 𝐑𝐢𝐭𝐑𝐣𝐭(𝐢, 𝐣 = 𝟎, 𝐩、 𝐓は観測数）𝐓
𝐭=𝟏 を作り、  

行列式 |𝛌𝐒𝒑𝒑 − 𝐒𝐩𝟎𝐒𝟎𝟎
−𝟏𝐒𝟎𝐩| = 𝟎を解くことで得ることができる。  

検定は、「 𝐇𝟎： r =q 個の共和分が存在する（ 𝛌𝐪+𝟏 = 𝟎）」と  

「 𝐇𝟏： r =q+1 個の共和分が存在する（ 𝛌𝐪+𝟏＞ 𝟎）」のもとで、  

尤度比検定統計量 𝐂𝐑𝐦𝐞 = −𝐓𝐥𝐨𝐠(𝟏 − �̂�𝐪+𝟏)を用いて最大固有値検定を行う。  

検

定  

結

果  

(P

値 )  

GDP –  新規工場立地数の前年差  GDP –  観光消費額  

𝐇𝟎： r=0  

𝐇𝟎： r=1  

0 .000***  

→共和分は１個存在  

→ VECM に修正  

𝐇𝟎： r=0  

𝐇𝟎： r=1  

0 .333  

→共和分は  

存在しない  

直交化  

インパルス  

応答関数  

概要・結果  

n 変量 VAR(p)モデル  

𝐲𝐭=𝐜 + ∑ 𝛗𝐢𝐲𝐭−𝐢
𝐩
𝐢=𝟏 + 𝛆𝐭 𝛆𝐭～

W.N.(∑ )について、  

攪乱項 𝛆𝐭の分散共分散行列

∑を修正 Cholesky 分解  

可能と仮定したとき、  

∑ = 𝐀𝐃𝐭𝐀と表され、  

互いに無相関な  

直交化攪乱項 𝐮𝐭を、  

𝐮𝐭 = 𝐀−𝟏𝛆𝐭と定義できる。  

この時、直交化  

インパルス応答関数は、  

𝐈𝐑𝐅𝐢𝐣(𝐤) =
𝛛𝐲𝐢,𝐭+𝐤

𝛛𝐮𝐭,𝐤
と  

定義される。  
 

注（ *）  

1 .  インパルス応答関数において、新規工場立地数の前年差と旅行消費額については、  

ショックの大きさを平等にするために標準化して単位を均一化した。  

2 .  観光消費額は、旅行消費額の合計から日本人海外旅行（国内分）を差し引いて算出している。  

3 .  原系列の時系列形状から対立仮説には定数項だけでなくトレンド項を含めたトレンド定常過程
を設定した。また、各検定及び VAR・ VECM の推定においてのラグ次数は AIC の最小性から  

2 を選択している。  

4 .  単位根を持ち共和分関係にある時系列データの場合、たとえ大標本であっても長期の  

インパルス応答は真のインパルス応答と乖離することが、漸近理論を用いて証明されている
（ Phil l ips [1998]）。  

また、小標本である場合には、短期であっても共和分関係を考慮しないレベル VAR モデル  

でのインパルス応答関数は大きな誤差を生むため、 VECM に修正するべきであるとの  

分析がなされている（北岡 [2019]）。今分析はデータ取得の関係上、小標本で実行するため、
推定の乖離を避けるため単位根検定および共和分検定を行い、共和分関係にあった場合には  

VECM での推定を試みることとした。  

5 .  **は 5％有意、 ***は 1%有意を表す。  

6.  説明の簡略化のためトレンド項を省略しているが実際の分析はこれを考慮して行っている。  

-1

-0.5

0

0.5

1

GDP

（10億円）

（年）

新規工場立地数と国内観光消費額がGDPに与える影響の

インパルス応答関数

新規工場立地数 旅行消費額

資料  1：インパルス応答関数を用いた比較分析  

（出所）経済産業省 [2024]、内閣府 [2024]、国土交通省 [2024]より  
データを収集し、独自に分析を行った。  
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資料  2：地方自治体へのアンケート調査   

（出所）自治体・企業アンケート調査より独自作成  



 資料  3：アプリイメージ  

（出所）自治体ヒアリング調査より独自作成  



資料  4：選定マトリクス  

（出所）ヒアリング調査より独自作成  

（注）自治体ヒアリング調査より独自作成  



資料  5：自治体ヒアリングと経済波及効果  

（出所）ヒアリング調査、滋賀県産業連関表より独自作成  

（注）自治体ヒアリング調査より独自作成  
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